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露地野菜の生育斉一化のためのデータ駆動型可変施肥システムの開発 
 
１ 代表機関・研究代表者 

国立研究開発法人 農研機構農業ロボティクス研究センター・中野 有加 
 
２ 研究期間：令和６年度～令和８年度（３年間） 

 

３ 研究目的 

土壌センシングおよび生育センシングに基づくデータ駆動型可変施肥により、機

械収穫のための露地野菜の生育の斉一化と施肥量削減を同時に実現する。 

 

４ 研究内容及び実施体制 

①  土壌センシング法の開発 

土壌溶液中の硝酸態窒素濃度を測定可能な土壌センサーのプロトタイプを作

製し、圃場内で使用できるようシステム化を図る。 
（農研機構農業ロボティクス研究センター、（株）トヨタネ） 
 

② 生育センシング法の開発 

ドローンによる前作の植生指標取得、生育量、土壌の可給態窒素データを組み

合わせた生育センシング法を開発する。 
（農研機構九州沖縄農業研究センター・農業ロボティクス研究センター・中日本農業研究セン

ター、愛知県農業総合試験場東三河農業研究所） 
 

③ データ駆動型可変施肥システムの実証 

肥料効率を最大限発揮させるためのセンシング、栽培結果をフィードバック

させる施肥設計、施肥マップの指示を高精度に実行する可変施肥技術の開発を

行う。 
（（株）タイショー、農研機構農業ロボティクス研究センター・九州沖縄農業研究センター、

鹿児島県農業開発総合センター、（株）指宿やさいの王国、（株）つくば良農、愛知県農業総合試

験場東三河農業研究所、愛知県生産者） 
    

５ 最終目標 

前作物の生育センシングおよび土壌センシングデータに基づいて、施肥量を調

節した施肥マップの作成技術を開発し、可変施肥を実施する。キャベツの生育を

斉一化させて出荷量を 5％増加させ、かつ、窒素施肥量 15％の削減を実証する。 
 
６ 期待される効果・貢献 

食料安全保障強化政策大綱において推進されている化学肥料の使用量 20％削

減に貢献する。スマート農業の普及促進に貢献する。硝酸態窒素センサなどの新

規のセンシングデバイスは、農業以外の異分野での利用が期待できる。 
 
【連絡先 国立研究開発法人 農研機構基盤技術研究本部研究推進室 029-838-6788】 

 

 

 

 

 




